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英国企業結合会計と英国会社法
-3つの会計方式とその特徴―
田 中 延 幸
Accounting for Business Combinations in the U. K. and the
U. K. Companies Act
- The Three Accounting Methods for Business Combinations
and the Features -
Nobuyuki Tanaka
ABSTRACT
There have been two basic accounting methods for business
combinations in the U. K. Companies Act :
1. the acquisition accounting (with (a) a share premium
account or (b) merger reserve)
2. the merger accounting.
Under the acquisition accounting an investment in a
subsidiary would normally be recorded at the fair value of the
consideration given. Where the fair value of any shares issued
exceeds their par value, a share premium account or merger
reserve would normally be created in the parent company's
financial statements.
By contrast, under the merger accounting an investment in a
subsidiary would normally be recorded in the parent company's
financial statements as the total of the nominal value of any
shares issued (plus the fair value of any other consideration).
Thus the carrying value of the investment would not be equal to
the fair value of the consideration given and share premium
“
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account or merger reserve would not be created.
The U. K. accounting standard for business combinations is
FRS6 Acquisitions and Mergers, ASB (Accounting Standards
Board) issued in 1994 and we can find above-mentioned two
basic accounting methods for business combinations. There
is a coherence between U. K. Companies Act and U. K. accounting
standard (FRS6).
A role of ASB is the convergence of UK standards with IFRS.
Thus, it is thought that ASB can revise FRS6 and abandon the
merger accounting. And that will lead to an incoherence
between U. K. Companies Act and U. K. accounting standard
(FRS6).
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英国企業結合会計と英国会社法-3つの会計方式とその特徴― (田中)
I 英国会社法における3つの会計方式
2006年英国会社法つに基づけば、企業結合を処理する会計方式は、①同法第
610条「シェア・プレミアム (share premium)」の規定による「パーチェス
会計方式/シェア・プレミアム勘定」、②同法第612条「合併救済 (merger
relief)」の規定による「パーチェス会計方式/合併積立金勘定 (merger
reserve)」、そして③同法第612条「合併救済」の規定を拡大解釈した「持分
プーリング会計方式」が挙げられる。
なかでも、③持分プーリング会計方式については、当時の1948英国会社法第
56条の下では、「会社が額面金額以上で株式を発行する場合、その額面超過部
分は、シェア・プレミアム勘定に計上しなければならない。」と規定されてお
り、(公正価値が株式額面を超過する時にも)株式額面で記録する持分プーリ
ング会計方式の違法性が問題視されていた (Robins,1999,p.2)。
後に制定された1981年英国会社法は、「ある会社が他の会社の株式の90%以
上を取得する」という条件で、シェア・プレミアム勘定の設定義務からの免除
規定を追加した。この追加規定が、上述の「合併救済」規定である。「合併救
済」規定は、一方でa。「パーチェス会計方式/合併積立金勘定」に結び付き、
他方でb。「持分プーリング会計方式」へと結び付いた。特にb.の結果により、
英国会社法が持分プーリング会計方式の適用を認めた、という判断がなされた
(Lawrence,2000,p.4)。
さらに1985年英国会社法 (1989年英国会社法により修正)の下では、持分プー
リング会計方式の適用規準として、次の4つが挙げられていたか。
(1)被結合会社の「利益配当請求権と資本に制限のない株式 (発行済み持分
http:〃― opsi gov.uklacts/acts 2006を参考とした。
httpノ/―w.opsi.gov uk/acts/acts 1989を参考とした。
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株式)」 については、その額面の90%以上を親会社により、あるいは親会
社に代わって、保有されていなければならない。
(2)上記(1)の持分株式については、親会社あるいはその子会社の1つが株式
を発行するという契約の下で取得されなければならない。
(3)親会社あるいは子会社により発行される持分株式以外の対価の公正価値
については、発行された持分株式の額面の10%を超過しないこと。
(4)持分プーリング会計方式の適用は、「一般に認められた会計諸原則およ
び実務 (generally accepted accounting principles or practice)」に従うこ
と。
なお、上記(4)に見られる「一般に認められた会計諸原則および実務」に相当
するものが「英国会計基準」であり、ここに英国会社法と英国会計基準との関
係が認められる (ChOpping and Stephens,2004,p.749)。
以上のように、英国会社法に基づけば、企業結合を処理する会計方式として、
①パーチェス会計方式/シェア・プレミアム勘定、②パーチェス会計方式/合
併積立金勘定、そして③持分プーリング会計方式が挙げられる。なかでも、
1981年英国会社法の制定は、合併救済規定の導入により、会社法上、持分プー
リング会計方式を適用可能にした、大きな意味を持つ英国会社法であった。ま
た、1985年英国会社法においては、持分プーリング会計方式の適用規準が設定
され、このことは、持分プーリング会計方式の法律上の容認、と見ることがで
きるであろう。
「― [事 例]
H社(結合する側の会社 :以後「結合会社」と称す。)は、株式交
換により、S社(結合される側の会社 :以後「被結合会社」と称す。)
の発行済み株式を全て取得し企業結合を行う。なお、H社(結合会
社)は、株式交換にあたり、同社株式600株を1株につき£3で、S
ヱ∂
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社 (被結合会社)の株主に交付した。
また、企業結合直前におけるH社、S社両社の財政状態は次のと
おりである。
H社の個別貸借対照表 (企業結合直前)
(単位 :£)
左
2,500
諸負債
株式資本(額面£1)
利益剰余金
900
1,000
600
2,500
S社の個別貸借対照表 (企業結合直前)
(単位 :£)
諸資産 1,80011諸負債 600
800
400
1,800
さらに、当該企業結合にあたって、次の諸条件が考慮される。
a。 両社とも株式の額面は、 1株あたり£1である。
b.企業結合時におけるH社株式の公正価値は、 1株あたり£3で
ある。
c.企業結合時におけるS社株式の公正価値は、 1株あたり£2.25
である。
d.企業結合時におけるH社の資産の公正価値は、£2,700である。
e.企業結合時におけるS社の資産の公正価値は、£2,100である。
f.企業結合時におけるH社、S社の負債の公正価値は、簿価と同
じである。
(出所)本事例の内容は、Lewis and Pendri■,1996,pp.218-219のExample 8 1を筆
者が一部修正して作成したものである。
左 1菊求島套ξ面£1)
“
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以下、本稿においては、上に示した [事例]に、①パーチェス会計方式/シ
ェア・プレミアム勘定、②パーチェス会計方式/合併積立金勘定、そして③持
分プーリング会計方式、を適用することにより、 3つの会計方式の概要を明ら
かにしたい。その上で、各会計方式の対比を通して、特徴を明らかにし、会計
方式の適用に関する整理的考察を試みたい。
I 企業結合 を処理する会計方式の概要
1 パーチェス会計方式/シェア・プレミアム勘定の概要とその会計処理
第I節の [事例]に基づき、パーチェス会計方式/シェア・プレミアム勘定
を用いて、(1)H社の個別貸借対照表 (企業結合時)、 そして(2)H社の連結貸借
対照表 (企業結合時)、 を以下に示してみたい。
(1)H社の個別貸借対照表 (企業結合時)
パーチェス会計方式/シェア・プレミアム勘定に従えば、企業結合時の交付
株式は、「公正価値」で記録されることになるため、H社は、S社の発行済み
株式を取得するにあたり、£1,800(=600株め×£3)のH社株式を交付した
ことになる。この金額がS社株式の取得原価、つまり「S社株式」勘定で処
理される。
また、株式発行にあたっての額面部分は、会社法上、株式資本として処理さ
れるため、£600(=£1×600株)が、「株式資本」勘定の金額となる。額面
超過額は、 1株につき£2(=£3(発行価額)一£1(額面))であり、H
3)[事例]では、企業結合時のH社の株式時価 (公正価値)が£3であり、S社の株式時
価 (公正価値)が£2.25となっている。そこでまず、株式の交換比率を算定し、H社が
S社に交付するべき株式数を計算する必要がある。株式の交換比率は、両者の株式時価
(公正価値)に基づき、(H社)1:(S社)0.75となり、S社の発行済み株式800株
(=£800(株式資本)■£1(額面))を取得するにあたり、H社が交付する株式数
600株(=800株×0.75)となる。
2θ
“
9θの
英国企業結合会計と英国会社法-3つの会計方式とその特徴― (田中)
社の発行株式数が600株であることから、£1,200(=£2×600株)が、「シェ
ア・プレミアム」勘定で処理される。
パーチェス会計方式/シェア・プレミアム勘定の下で、株式交換の仕訳を示
すと以下のようになろう。
[株式交換]―――――一一―――――
(借方)S社株式     1,800(貸方)株式資本      600
シェア・プレミアム 1,200
その上で、H社の個別貸借対照表 (企業結合時)を作成すると [図表1]
のようになろう。
[図表1] H社の個別貸借対照表 (企業結合時)
―パーチェス会計方式/シェア・プレミアム勘定―
(単位 :£)
諸負債
株式資本(額面£1):
既存株式
新規株式
シェア・プレミアム
利益剰余金
(2)H社の連結貸借対照表 (企業結合時)
パーチェス会計方式/シェア・プレミアム勘定に従い、H社の連結貸借対
照表を作成する場合、S社の諸資産と諸負債は、簿価ではなく「公正価値」で
再評価される。従って、S社の諸資産の簿価は£1,800、公正価値は£2,100であ
り、その差額£300が「評価差額」として計上される。本事例において、S社
諸資産
S社株式
1,000
600
“
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の諸負債の簿価と公正価値は同じであり、評価差額は生じない。S社の諸資産
について、公正価値による再評価の仕訳を示すと以下のようになろう。
[S社の諸資産の再評価]一――――――一――――――――――――――――
(借方)諸資産 (S社)   300(貸方)評価差額 (S社) 300
さらに、パーチェス会計方式/シェア・プレミアム勘定の下では、①取得純
資産、すなわちS社純資産の公正価値£1,500(=諸資産£2,100-諸負債£
600)と、②H社の交付株式の公正価値、すなわち「S社株式」勘定の£
1,800との差額£300は、「正ののれん」として計上される。ここで、連結上の
会計処理を示すと以下のようになろう。
(借方)株式資本 (S社)
利益剰余金 (s社)
評価差額 (S社)
のれん
800(貸方)S社株式
400
300
300
その上で、H社の連結貸借対照表 (企業結合時)を示すと [図表2]のよ
うになろう。
22
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[図表2] H社の連結貸借対照表 (企業結合時)
―パーチェス会計方式/シェア・プレミアム勘定―
諸資産 :
H社諸資産
S社諸資産
のれん
2,500
2,100   4,600
300
諸負債 :
H社諸負債
S社諸負債
株式資本(額面£1)
既存株式
新規株式
シェア・プレミアム
利益剰余金
(単位 :£)
600   1,500
1,000
600   1,600
1,200
600
4,900
(出所)本事例の内容は、Lewis and PendJl,1996,pp 218-219のExam le 8 1を筆者が
一部修正して作成したものである。
2 パーチェス会計方式/合併積立金勘定の概要とその会計処理
事例に基づき、パーチェス会計方式/合併積立金勘定を用いて、(1)H社の
個別貸借対照表 (企業結合時)、 そして(2)H社の連結貸借対照表 (企業結合時)、
を以下に示してみたい。
(1)H社の個別貸借対照表 (企業結合時)
基本的には、上述のパーチェス会計方式/シェア・プレミアム勘定と同じ会
計処理を行う。パーチェス会計方式/合併積立金勘定に従えば、企業結合時の
交付株式は、「公正価値」で記録されることになるため、H社は、S社の発行
済み株式を取得するにあたり、£1,800(=600株×£3)のH社株式を交付
したことになる。この金額がS社株式の取得原価、つまり「S社株式」勘定
で処理される。
また、株式発行にあたっての額面部分は、会社法上、株式資本として処理さ
れるため、£600(=£1×600株)が、「株式資本」勘定の金額となる。額面
超過額は、 1株につき£2(=£3(発行価額)一£1(額面))であり、H
4,900
“
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社の発行株式数が600株であることから、£1,200(=£2×600株)が、「合併
積立金」勘定で処理される。この額面超過額について、シェア・プレミアム勘
定ではなく、合併積立金勘定で処理する点が、先のパーチェス会計方式/シェ
ア・プレミアム勘定との唯一の違いである。
パーチェス会計方式/合併積立金勘定の下で、株式交換の仕訳を示すと以下
のようになろう。
「― [株式交換]―――――一―一――――――――――――一―――一―一――
(借方)S社株式 1,800(貸方)株式資本
合併積立金
その上で、H社の個別貸借対照表 (企業結合時)を作成すると [図表3]
のようになろう。
[図表3] H社の個別貸借対照表 (企業結合時)
―パーチェス会計方式/合併積立金勘定―
(単位 :£)
600
1,200
諸負債
株式資本(額面£1)
既存株式
新規株式
合併積立金
利益剰余金
900
1,000
600   1,600
1,200
600
(2)H社の連結貸借対照表 (企業結合時)
パーチェス会計方式/合併積立金勘定を採用した企業結合時の会計処理は、
先のパーチェス会計方式/シェア・プレミアム勘定の時と全く同じである。S
″
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社の諸資産と諸負債は、簿価ではなく「公正価値」で再評価される。従って、
S社の諸資産の簿価は£1,800、公正価値は£2,100であり、その差額£300が
「評価差額」として計上される。本事例において、S社の諸負債の簿価と公正
価値は同じであり、評価差額は生じない。S社の諸資産について、公正価値に
よる再評価の仕訳を示すと以下のようになろう。
[S社の諸資産の再評価]―一―一―――――――――――一―――一一――-1
(借方)諸資産 (S社)   300(貸方)評価差額 (S社)  300
さらに、パーチェス会計方式/合併積立金勘定の下では、先のパーチェス会
計方式/シェア・プレミアム勘定と同じく、①取得純資産、すなわちS社純
資産の公正価値£1,500(=諸資産£2,100-諸負債£600)と、②H社の交付
株式の公正価値、すなわち「S社株式」勘定の£1,800との差額£300は、「正
ののれん」として計上される。ここで、連結上の会計処理を示すと以下のよう
になろう。
「 一 [連結上の会計処理]―――――――
1,800
その上で、H社の連結貸借対照表 (企業結合時)を示すと [図表4]のよ
うになろう。
(借方)株式資本 (S社)
利益剰余金 (S社)
評価差額 (S社)
のれん
800(貸方)S社株式
400
300
300
“
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[図表4] H社の連結貸借対照表 (企業結合時)
―パーチェス会計方式/合併積立金勘定―
(単位 :£)
諸負債 :
H社諸負債
S社諸負債
株式資本(額面£1)
既存株式
新規株式
合併積立金
利益剰余金
4,900
(出所)本事例の内容は、Lewis and Pendrill,1996,pp.218-219のExample 8.1を筆者が
一部修正して作成したものである。
3 持分プーリング会計方式の概要とその会計処理
事例に基づき、持分プーリング会計方式を用いて、(1)H社の個別貸借対照
表 (企業結合時)、 そして(2)H社の連結貸借対照表 (企業結合時)、 を以下に
示してみたい。
(1)H社の個別貸借対照表 (企業結合時)
持分プーリング会計方式に従えば、企業結合時の交付株式は、「額面」で記
録されることになるため、H社は、S社の発行済み株式を取得するにあたり、
£600(=600株×£1)のH社株式を交付したことになる。この額面合計が
S社株式の取得原価、つまり「S社株式」勘定で処理される。従って、持分プー
リング会計方式の下では、上述のパーチェス会計方式で見られたシェア・プレ
ミアム勘定も合併積立金勘定も生じない8
持分プーリング会計方式の下で、株式交換の仕訳を示すと以下のようになろ
う。
[株式交換]一―――――――――――一――――一――一一――――――――
(借方)S社株式      600(貸方)株式資本      600
諸資産 :
H社諸資産
S社諸資産
のれん
2,500
2,100   4,600
300
1,500
1,000
600
4,900
2δ
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その上で、H社の個別貸借対照表 (企業結合時)を作成すると [図表5]
のようになろう。
[図表5] H社の個別貸借対照表 (企業結合時)
一持分プーリング会計方式―
(単位 :£)
諸負債
株式資本(額面£1)
既存株式
新規株式
利益剰余金
3,100
(2)H社の連結貸借対照表 (企業結合時)
持分プーリング会計方式に従い、H社の連結貸借対照表を作成する場合、S
社の諸資産と諸負債は公正価値ではなく、「簿価」で処理される。従って、上
述のパーチェス会計方式で見られた「評価差額」は計上されない。しかしなが
ら、持分プーリング会計方式の下では、①結合会社が取得した「被結合会社の
株式資本」の額面合計£800と、②結合会社が発行した株式の額面合計、すな
わち「S社株式」勘定の£600との差額である£200は、公正価値の適用を伴っ
ていないため、「のれん」ではなく、「資本積立金」(capital reserve)勘定で
処理される°。ここで、連結上の会計処理を示すと以下のようになろう。
4)Elllott,2001,p.516.なお、英国会社法に従えば、貸借対照表における「資本および積
立金 (capital and reserves)」の部は、 I.株式資本、Ⅱ.シェア・プレミアム勘定、
Ⅲ.再評価積立金、Ⅳ.その他の積立金、V.利益剰余金、の順序で区分されており、
持分プーリング会計方式の適用の結果生じた差額は、「Ⅳ。その他の積立金」の中で表
示されることになっていた (Glautier and Underdown,2001,p.207)。
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―― [連結上の会計処理]――――――――一―――一―――――――――――¬
(借方)株式資本 (S社) 800 (貸方)S社株式     600
資本積立金    200
その上で、H社の連結貸借対照表 (企業結合時)を示すと [図表6]のよ
うになろう。
[図表6] H社の連結貸借対照表 (企業結合時)
一持分プーリング会計方式―
(単位 :£)
諸資産 :
H社諸資産
S社諸資産
2,500
1,800   4,300
諸負債 :
H社諸負債
S社諸負債
株式資本(額面£1):
既存株式
新規株式
資本積立金
利益剰余金 :
H社利益剰余金
S社利益剰余金
1,500
1,000
600    1,600
200
600
400    1,000
4,300
(出所)本事例の内容は、Lewis and Pendrill,1996,pp 218‐219のExam le  1を筆者が
一部修正して作成したものである。
Ⅲ 企業結合を処理する3つの会計方式の対比―特徴と問題点―
第Ⅱ節の内容に基づき、①パーチェス会計方式/シェア・プレミアム勘定、
②パーチェス会計方式/合併積立金勘定、そして③持分プーリング会計方式の
対比を試みたものが、[図表7]と[図表8]である。
4,300
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[図表7] H社個別貸借対照表 (企業結合時)
(単位 :£)
パーチェス会計方式/
シェア・プレミアム
パー チェス会計方式/ 持分プーリング
合併積立金     会計方式
?
?
?
??
?
? 2,500
1,800
4,300
900
1,600
1,200
600
2,500
1,800
4,300
900
1,600
1,200
600
4,300
2,500
600
諸 負 債
株 式 資 本
シェア・プレミアム
合併積立金
利益剰余金
3,100
900
1,600
600
3,1004,300
(出所)第Ⅱ節の内容に基づき作成したものである。
[図表8] H社連結貸借対照表 (企業結合時)
(単位 :£)
パーチェス会計方式/ パーチェス会計方式/ 持分プーリング
シェア・プレミアム   合併積立金     会計方式
?
?
?
?
?
? 4,600
300
4,600
300
4,300
4,300
1,500
1,600
200
1,000
諸 負 債
株 式 資 本
シェア・プレミアム
合併積立金
資本積立金
利益剰余金
4,900
1,500
1,600
1,200
600
4,900
4,900
1,500
1,600
1,200
600
4,900
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(出所)第Ⅱ節の内容に基づき作成したものである。
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1 パーチェス会計方式/シェア・プレミアム勘定の特徴
パーチェス会計方式/シェア・プレミアム勘定を適用し、企業結合を処理を
した場合、次の6つの特徴が明らかになる。
① 企業結合時に発行した結合会社の株式は、発行時の「公正価値」で記録
される。
② 企業結合時に発行した結合会社の株式について、額面 (£1)を超過す
る部分は、シェア・プレミアム勘定で処理される。
③ 被結合会社の諸資産および諸負債について、公正価値による再評価が行
われる。
④ 結合会社の諸資産および諸負債について、公正価値による再評価は行わ
れない。
⑤ 結合会社が取得した「被結合会社の純資産」の公正価値と、結合会社が
被結合会社に対して発行した株式の公正価値、との差額は「(正あるいは
負の)のれん」として計上される。
⑥ 被結合会社の利益剰余金は、結合会社の連結貸借対照表に計上されない。
なお、シェア・プレミアム勘定は、会社法上、貸借対照表における「資本お
よび積立金」の部の1つである「Ⅱ.シェア・プレミアム勘定」の箇所で表示
され、会社の株式資本 と同 じ扱いを受け、分配不可能な積立金 (nOn‐
distributable reserves)とされる (Elliott,2001,p.256.)。
2 パーチェス会計方式/合併積立金勘定の特徴
パーチェス会計方式/合併積立金勘定を適用し、企業結合を処理をした場合、
次の6つの特徴が明らかになる。
① 企業結合時に発行した結合会社の株式は、発行時の「公正価値」で記録
される。
② 企業結合時に発行した結合会社の株式について、額面 (£1)を超過す
θθ
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る部分は、合併積立金勘定で処理される。
③ 被結合会社の諸資産および諸負債について、公正価値による再評価が行
われる。
④ 結合会社の諸資産および諸負債について、公正価値による再評価は行わ
れない。
⑤ 結合会社が取得した「被結合会社の純資産」の公正価値と、結合会社が
発行した株式の公正価値、との差額が「(正あるいは負の)のれん」とし
て計上される。
⑥ 被結合会社の利益剰余金は、結合会社の連結貸借対照表に計上されない。
なお、合併積立金勘定は、会社法上、貸借対照表における「資本および積立
金」の部の1つである「Ⅳ。その他の積立金」の箇所で表示される。ただし、
結合会社が、被結合会社の結合前利益剰余金から配当の支払を受けた場合、そ
の額だけ、(a)結合会社が計上する投資勘定 (事例では「S社株式」)を減額し、
それと同時に6)合併積立金勘定を、利益剰余金勘定へ振り替える処理を行う。
つまり、この利益剰余金勘定に振り替えられた金額については、結合会社が、
同社株主の配当金の支払として利用できることを意味する (Elliott,2001,
pp.512‐513)。
本稿の事例に従えば、H社はS社の完全親会社、S社の結合前利益剰余金が
£400、H社が計上する合併積立金勘定が£1,200であることから、もしS社
の結合前利益剰余金£400から全額がH社に支払われたと仮定すれば、連結貸
借対照表上、利益剰余金は£400増加するであろう。これにより、連結上の利
益剰余金は£1,000となり、持分プーリング会計方式のそれと同じになる。こ
のような振替処理は、パーチェス会計方式/シェア・プレミアム勘定では見ら
れず、パーチェス会計方式/合併積立金勘定固有の特徴と言える。
パーチェス会計方式/合併積立金勘定は、次の(a)と(b)の2つの特徴を備えて
いることから、パーチェス会計方式と持分プーリング会計方式の混種方式
“
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(hybrid method)と説明することもできる。すなわち、(a)資産・負債を公正
価値により再評価する「パーチェス会計方式」の特徴と、(b)(合併積立金勘定
から利益剰余金勘定への振替処理により)被結合会社の利益剰余金を、結合会
社の連結貸借対照表に計上する「持分プーリング会計方式」の特徴、の2つが
それである。
3 持分プーリング会計方式の特徴
持分プーリング会計方式を適用し企業結合を処理した場合、次の6つの特徴
が明らかになる。
① 企業結合時に発行した結合会社の株式は、「額面」で記録される。
② 結合会社の発行株式について、シェア・プレミアム勘定あるいは合併積
立金勘定は生じない。
③ 被結合会社の諸資産および諸負債について、公正価値による再評価は行
わない。
④ 結合会社の諸資産および諸負債について、公正価値による再評価は行わ
ない。
⑤ (a)結合会社が取得した「被結合会社の株式資本」の額面合計と、ぬ)結合
会社が被結合会社に対して発行した株式の額面合計とが異なる場合、その
差額は、公正価値の適用を伴っていないため、「のれん」として処理され
ない。その代わり、(a)と6)との差額について、(a)>(b)の場合は「資本積立
金」勘定で処理し、(a)<(b)の場合は「連結上生じた積立金 (cOnsolidated
reserve)」のうちの1つと相殺されることになる (Elllott,2001,pp.516-
517)。
⑥ 被結合会社の利益剰余金は、結合会社の連結貸借対照表に計上される。
持分プーリング会計方式の下では、企業結合時に、被結合会社の利益剰余金
を計上できるため、即席利益を容易に生み出すことができる。企業結合後につ
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いては、被結合会社の諸資産および諸負債を公正価値で再評価しないため、例
えば減価償却費の追加計上の可能性もないことから、他の2つの方式と比べて、
報告利益の額が大きくなる、と考えられる (Robins,1999,p.4)。
V おわりに
2006年英国会社法においては、1985年英国会社法 (1989年英国会社法により
修正)のような明確な「持分プーリング会計方式の適用規準」を見ることはで
きない。しかしながら、2006年英国会社法は、第610条「会社が額面金額以上
で株式を発行する場合、その額面超過部分は、シェア・プレミアム勘定に計上
しなければならない。」とする規定に対して、第612条では「ある会社が他の会
社の株式の90%以上を取得する」という条件で、シェア・プレミアム勘定の設
定義務からの免除規定を設けている。この第612条「合併救済」の規定を拡大
解釈することにより、2006年英国会社法においても、持分プーリング会計方式
は適用可能であると考えられる。従って、2006年英国会社法の下では、①パー
チェス会計方式/シェア・プレミアム勘定、②パーチェス会計方式/合併積立
金勘定、そして③持分プーリング会計方式、の3つの会計方式が適用可能とな
っている。
また、持分プーリング会計方式の適用規準の設定にあたり、英国会社法との
関わりが見られる英国会計基準においても、①パーチェス会計方式と②持分
プーリング会計方式の2つの会計方式が適用可能である。現行の企業結合に関
する会計基準は、財務報告基準第6号「取得と合併」(FRS6)であり、そこ
では、持分プーリング会計方式の適用規準のとして、次の5つが挙げられてい
る (ASB,1994,pars.6‐11)。
(1)結合参加会社のなかに、ある会社の取締役会や経営者か他の会社の取締
役会や経営者のいずれかにより、取得する者、あるいは取得される者とし
θθ
“
%の
大阪学院大学流通・経営学論集 第36巻第2号
ての役割が見られないこと。
(2)すべての結合参加会社の取締役会は、結合後会社の経営や人事に参加し
ていること。そして、そのような意志決定は、議決権の行使というよりは
むしろ、結合参加会社間の合意に基づくものであること。
(3)ある1つの結合参加会社がその相対的な規模により、結合後の会社を支
配するほど、結合参加会社間の規模に差がないこと。
(4)結合参加会社の持分株主が受け取る対価の主たる部分は、結合後会社の
持分株式から構成されること。そして、非持分対価 (あるいは実質的に制
限された議決権ないし配当権を伴う持分株式)の利用は、結合参加会社の
持分株主が受け取る対価の重要でない部分に限ること。
(5)結合参加会社の持分株主のなかに、結合後の会社の将来業績に重大な持
分を留保するような持分株主が存在しないこと。
このように英国では、会社法と会計基準の両方において、企業結合を処理す
る会計方式として、大別して、パーチェス会計方式と持分プーリング会計方式
の2つが存在していることが分かる。
他方で、2002年7月に制定された「IAS規則」に従い、英国でも、国内会
計基準を国際会計基準ヘコンバージェンス (収厳)させる動きが加速している。
英国の会計基準設定主体である会計基準審議会 (ASB)も、「国内会計基準を
国際会計基準に収飲させる任務の遂行」を表明している (ASB,2009,par.1.1)。
企業結合に関する国際会計基準は、国際財務報告基準第3号「企業結合」
(IFRS3)であり、そこでは、適用する会計方式は「パーチェス会計方式」
のみに限定され、「『取得者』を識別するための規準」が展開されている
(IASB,2005,pars.17‐23,IASB,2008,pars.6-7)。
国内会計基準であるFRS6の内容は、①「形式的」には、パーチェス会計方
式と持分プーリング会計方式の2本化を継続採用することで、英国会社法との
整合性を維持し、②「実質的」には、「持分の結合を識別するための規準」を
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充足し、持分プーリング会計方式を適用する企業結合が極希な事象であること
から、パーチェス会計方式の1本化と同じ結果となり、国際会計基準とのコン
バージェンスを図るものと見ることができる。これはまた、企業結合会計基準
に関する「現時点」でのASBの姿勢とも考えられる。ただし、今後「将来的」
にFRS6が改訂される場合は、IFRS3と同じく、持分プーリング会計方式を
禁上し、パーチェス会計方式のみに限定される可能性が高いものと思われる
(ASB,2004,p.57)。そしてこのことは、企業結合の会計処理に関して、「現
時点」では (パー チェス会計方式と持分プーリング会計方式の2本化という意
味で)整合している英国会社法と国内会計基準の両者が、「将来的」には (英
国会社法はパーチエス会計方式と持分プーリング会計方式の2本化、国内会計
基準はパーチエス会計方式の1本化という意味で)整合しなくなる、という状
況に繋がることからも、今後の動向に関心が持たれる。
〔付 記〕
小稿は、大阪学院大学研究助成費に基づく研究成果の一部である。
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